第１号様式（第８条関係）
　年　　月　　日
（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様

　　　　　申請者　
　　所在地　〒
　
　　名　称　（大学・企業名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究責任者（企業の場合は代表者）
（職・氏名）　　　　　

産学連携実装化プロジェクト研究開発申請書

　産学連携実装化プロジェクト補助金交付要綱第８条の規定により申請書を提出します。


解決を目指す社会課題
	例）脱炭素に向けた、化石燃料への高い依存からの脱却






上記社会課題を解決するための研究開発テーマ
	






ＧＸ枠（※）への申請
　上記テーマについて、ＧＸに資する技術である場合は以下に✔を入れてください。
　□　申請する研究開発テーマは、ＧＸに資する技術である

※　ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）に関連する研究開発に対する採択枠です。
　　スタートアップはＧＸ枠にのみ申請が可能です。
なお、ＧＸとは化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、エネルギーの安定供給・経済成長・ＣＯ２排出削減の同時実現を目指すものを指します。


１　申請者の概要
　⑴　研究者の場合
	（フリガナ）
氏名
	


	所属及び役職
	

	連　絡　先
	住所
	〒


	
	電話番号
	－　　　　－

	
	E-mail
	

	
	URL
	

	連携先
共同研究者
	（連携先がある場合は記載してください。）


	研究開発実績等
	（本件研究開発に関係する研究開発実績等を記載してください。）




　⑵　スタートアップの場合（※　ＧＸ枠のみ申請可能）
	（フリガナ）
企業名
	


	（フリガナ）
代表者名
	

	所在地
	〒


	業種
	

	連　絡　先
	（フリガナ）
研究責任者名
	

	
	電話番号
	－　　　　－

	
	E-mail
	

	
	URL
	

	研究開発実績等
	（本件研究開発に関係する研究開発実績等を記載してください。）



※申請者がスタートアップの場合は、（別紙）事業者基本情報を記入し、申請書に添付してご提出ください。




２　補助対象経費及び補助申請額
⑴　補助対象経費の総額
	　円



⑵　補助申請額及び内訳
	費　　目
	内　　訳
	金額（千円）
税抜
	金額（千円）
税込

	[bookmark: _Hlk68254536]設備・備品費
	
	
	

	材料・消耗品費
	
	
	

	労務費・謝金
（大学研究者のみ）
※労務費は消費税対象外
	
	
	

	旅費・交通費
（大学研究者のみ）
	
	
	

	その他費用
	
	
	

	間接経費
（大学研究者のみ）
	
	
	

	合　計
※消費税は対象経費に含みません。
	
	






３　申請する社会課題に関する申請者の実績（連携先を含む。)
	論文発表の有無
	□　有
□　無
	（「有」の場合、代表論文の写しを添付してください。この欄には、題名、全著者名、掲載雑誌名、巻、年、ページを記載してください。）



	特許出願の有無
	□　有
□　無
	（「有」の場合、代表特許の写しを添付してください。この欄には、出願又は公開番号、名称、発明者名、出願人名を記載してください。）





（スタートアップのみ記入）
	大学研究者との連携
	（連携先について、大学／研究者名を記載してください。ただし、最低１者は京都市内に本部を置く大学に所属する研究者であることが必須です。）



	大学との連携
	知的財産
使用契約
	□　有
□　無
	（「有」の場合、知的財産（特許）の出願又は公開番号、名称、発明者名、出願人名を記載してください。）



	
	共同研究契約
	□　有
□　無
	（「有」の場合、契約先の大学や概要を可能な範囲で記載してください。）





※　以下の項目４～９について、申請テーマがＧＸに資する技術である場合は、研究開発する技術がどのようにＧＸに貢献するのかという観点も踏まえて記載ください。

４　研究開発の概要（５～９までの要約）
　⑴　研究開発の概要を３００文字以内で要約し、御記入ください。
	（社会課題の解決に向け、実施する研究開発の概要を記載してください。）














　⑵　研究開発実施計画を３００文字以内で要約し、御記入ください。
	（研究開発実施計画を研究の流れが分かるように要約して記載してください。）














５　研究開発の内容（Ａ４ １枚以内）
	（社会課題への対応方法、技術内容、新規要素、補助期間における到達目標等を簡潔に記載してください。）


















６　社会課題の解決への手法（Ａ４ １枚以内）
	（研究開発の内容が、社会課題の解決にどのようにつながるか、具体的に記載してください。）






















７　研究開発成果の社会実装の可能性（Ａ４ １枚以内）
	（研究開発の成果となる技術や製品について、どのように社会実装を図っていくか、時期や目標等について具体的に記載してください。なお、スタートアップの場合は社会実装にあたってのビジネスプランも含めて記載ください。）
















	（大学研究者のみ、以下の中から、ご自身が考えている社会実装の手段に最も近い展開を１つ選んで✔を入れてください）
□ 起業を考えている
□ 企業との共同研究による事業化を考えている（具体的な候補あり）
□ 企業との共同研究による事業化を考えている（具体的な候補なし）
□ ライセンス契約により民間事業者の手で事業化を考えている
□ 具体的な手法は考えていない
□ その他（具体的な内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


８　波及効果（Ａ４ １枚以内）
	（研究開発の成果が、地域経済の活性化にどのように寄与するか、どのように新たな社会的・経済的価値を創出するか、具体的に記載してください。）


















９　研究開発実施計画（Ａ４ １枚以内）
	（社会課題の解決に向け、成果を得るために、どのように研究開発を実施していくのか、計画を具体的に記載してください。）




















（別紙）事業者基本情報
	事業者名
	
	代表者名
	

	所在地住所
	〒


	担当者氏名
	
	担当者連絡先
	TEL：
Mail：

	資本金
	　　　　　　　　　千円
	従業員数
	　　　　　　　名

	創業年月日
	　　　　　年　　月　　日
	業種
	

	担当者メールアドレス
	　　　　　　　＠
	URL
	

	売上高
	　　　千円【前期】
千円【前々期】
	経常利益
	千円【前期】
千円【前々期】

	株主構成
	氏名
	関係
	比率
	氏名
	関係
	比率

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	沿革
	



	代表者の経歴
	




	事業内容
	(別紙資料でも代替できます。)





	資金調達
状　　況
	(調達年度　調達手段、年限、回数、調達額(借入額))





	その他
PR事項
	（他団体のアクセラレーションプログラムへの参加や受賞歴等があればご記入ください。）






（参考様式１）

補助金の受領に係る委任状

年　月　日



　令和　年度　産学連携実装化プロジェクトの補助金の受領方を


（研究機関名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
（研究機関代表者職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
に委任致します。





研究責任者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（所属研究機関・部局・職）　　　　　　　　　　　

（氏　　　名）　　　　　　　　　　　　　　　　　



（参考様式２）

補助金の管理及び経理並びに受領に係る承諾書

年　月　日


研究責任者　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　
（研究機関名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（研究機関代表者職・氏名）　　　　　　　　　　　　


　令和　年度　産学連携実装化プロジェクトの補助金の交付を受けて、（テーマ名）に係る研究開発を実施するうえで、研究責任者を代理して当該研究に係る補助金の管理及び経理並びに受領を行うことを承諾します。

